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温室効果ガス排出権取引制度を導入するための法律
渡邊 斉志

ドイツ連邦共和国政府は2004年２月18日、「温

室効果ガス排出権取引に関する
(注１)

法律案」を連邦

議会に提出した。この法律は、温室効果ガスの

排出権を取り引きする市場の創設に必要な事項

を規定するためのものであり、EUの指令（後

述）によって定められた要件を満たすための国

内法と位置付けることができる。法案は、連邦

議会で可決された後、連邦参議院の要求に基づ

いて両院協議会が招集されたが、合意が成立し、

両院の可決を経て成立した。その後、７月14日

に公布
(注２)

され、７月15日から施行されている。

また、連邦政府は2004年３月31日、温室効果

ガスの排出権に関する全国的な割当計画を決定

し、欧州委員会及び EU構成各国に通知した。

この計画は、ドイツが自国内の施設の運営者に

割り当てる排出権の総量と、その排出権を施設

運営者毎に割り当てる際の方式とを定めたもの

である。

さらに、与党である社会民主党（SPD）と90

年連合/緑の党（緑の党）の連邦議会議員団は、

2004年４月27日、「2005年から2007年までの割当

期間における温室効果ガス排出権の全国的な割

当計画に関する法律案
(注３)

（割当法）」（以下、「割

当法」という。）を連邦議会に共同で提出した。

この法案は、上で述べた全国的な割当計画に法

的な根拠を設けることを目的としたものであ

る。法案は、連邦議会で可決された後、連邦参

議院の要求に基づき両院協議会が招集された

が、連邦議会が過半数の賛成によって再可決し

たため、先に連邦議会によって可決された条文

のまま成立した。

本稿では、まず「温室効果ガス排出権取引に

関する法律」、次いで全国的な割当計画、そして

最後に「割当法」についての紹介を行う。

１ 温室効果ガス排出権取引に関する法律

［法案提出の背景］

温室効果ガス排出権取引は、1997年の気候変

動枠組条約第３回締約国会議で採択され、京都

議定書に盛り込まれている制度である。これは、

同議定書に謳われている温室効果ガス排出量削

減目標の実現を目的としている。同議定書では、

2012年までに達成すべき削減水準が1990年比で

示されており、わが国はマイナス６％、アメリ

カはマイナス７％、EU及びその構成国は一律

にマイナス８％などとなっている。その後、EU

は、「京都議定書の承認に関する理事会決定

2002/358/EG」の附則Ⅱにより国毎に目標値を

定めており、ドイツの目標値はマイナス21％で

ある。

EUは、この目標を達成するために、2003年10

月13日、温室効果ガスの排出権を取り引きする

市場を創設するよう構成国に求める指令「温室

効果ガス排出証書を共同体において取り引きす

るための制度に関する、及び理事会の指令96/

61/EGを改正するための2003年10月13日の欧

州議会及び理事会の指令
(注４)

2003/87/EG」（以下、

「EU指令」という。）を採択した。この指令に

より、EU域内を対象とした排出権取引市場が

2005年１月１日から誕生することとなった。

［法案の概要］

法案の名称は、議会提出時には、上述したと

おり「温室効果ガス排出権取引に関する法律案」
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であった。だが、連邦議会における審議の過程

で修正が加え
(注５)

られ、「共同体における温室効果ガ

ス排出権取引に関する指令2003/87/EGを実施

するための
(注６)

法律案」と改称された。また、それ

と同時に構成も修正され、３章からなる法案（第

１章が「温室効果ガス排出権取引に関する法

律」、第２章が連邦イミシオン防
(注７)

止法の改正、第

３章が施行に関する規定）となった。

法案には、その後、両院協議会でも幾つかの

修正が加えられているが、構成及び名称の変更

は無い。

法案の中心をなしている第１章「温室効果ガ

ス排出権取引に関する法律」の各条の概要は以

下のとおりである。

第１節 総則

（第１条 法律の目的）

この法律は、EU域内に温室効果ガスの排出

権の取引きを行う市場を創設し、それにより、

排出量の削減を費用対効果の高い方法で行い、

もって世界的な温暖化防止に寄与することを目

的とする。

（第２条 適用範囲）

この法律は、この法律の適用を受ける施設（こ

の法律の附則Ⅰで規定）が行う温室効果ガスの

排出行為に適用さ
(注８)

れる。

（第３条 概念の定義）

（「排出」「温室効果ガス」「排出行為」「排出

権」「排出に責任を負う者」に関する概念の定義

がなされている。）

第２節 排出の認可及び監視

（第４条 排出の認可）

この法律の適用を受ける者は、温室効果ガス

の排出に際し、認可を受けなければならない。

認可申請は、遅くとも第10条で定める割当申請

と一緒に、管轄官庁に対して行わなければなら

ない。

（第５条 排出の調査と報告）

温室効果ガスの排出に責任を負う者は、2005

年１月１日以降、自らの活動を通じて行った排

出について、調査を行い、かつ、その結果を管

轄官庁に報告しなければならない。

第３節 権利及び割当て

（第６条 権利）

温室効果ガスの排出に責任を負う者は、2006

年以降、毎年４月30日までに、自らの前年の排

出量に対応する排出権を管轄官庁に返納しなけ

ればならない。排出権は、第９条の規定に基づ

き、管轄官庁により、排出に責任を負う者に対

して割り当てられ、割当期間の間有効とする。

最初の期間は2005年１月１日から2007年12月31

日までとし、その後は５年毎を一期間とする。

（第７条 全国的な割当計画）

連邦政府は、各割当期間毎に全国的な割当計

画を定める。割当計画には、当該期間に割り当

てられる排出権の総量と、この法律の適用を受

ける者に対して排出権を割り当てる際の割当規

則が含まれる。

（第８条 計画作成と告示の手続）

連邦環境・自然保護・原子炉安全省は、連邦

政府内部で決定された二期目（2008年から2012

年）以降の各期間についての全国的な割当計画

の案を、州の意見を聴取した後に、それぞれの

割当期間の開始21か月前までに、連邦官報及び

同省のインターネット・サイトで公表しなけれ

ばならない。この公開は６週間以上行われ、そ

の間、誰もが意見を表明することができる。表

明された意見は、計画の決定に際して顧慮しな

ければならない。二期目以降の割当計画は、そ
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の計画が適用される割当期間の開始18か月前ま

でに、欧州委員会及び他の構成国に伝達し、か

つ、その時点までに連邦官報及び同省のイン

ターネット・サイトで公表しなければならない。

（第９条 権利の割当て）

温室効果ガスの排出に責任を負う者は、排出

権の割当てを請求する権利を有する。割当ては、

割当期間毎に行われる。割当ての決定に際して

は、１年毎の割当量が定められる。管轄官庁は、

この１年分の割当量を、当該年の２月28日まで

に割り当てる。

（第10条 割当手続）

割当ては、管轄官庁への書面による申請に基

づいて行われる。申請に際しては、第９条が定

める請求権を証明するために必要な文書を添付

しなければならない。割当申請は、最初の割当

期間についてはこの法律の施行後15就業日目ま

でに、二期目以降については各割当期間の開始

前年の３月31日までに行わなければならない。

割当決定は、原則として、割当期間の開始３か

月前までに行われる。連邦政府は、割当手続の

詳細を、連邦参議院の同意を要しない法規命令

で定めることができる。

（第11条 割当決定の審査）

管轄官庁は、割当手続に際して申告が適正に

行われたか否かについて、事後的な審査を行う

ことができる。

（第12条 割当決定に対する法的救済）

割当決定に対する不服申立及び取消しの訴え

は、効力の発生に延期の効果（aufschiebende
 

Wirkung）を有するものではない。

（第13条 権利及びクレジットの承認）

他の EU構成国によって与えられた排出権

は、ドイツにおいて、ドイツ連邦政府によって

交付された排出権と同様に扱う。京都議定書の

規定に基づく共同実施及びクリーン開発メカニ
(注９)

ズムから生じるクレジット（Emissiongut-

schrift）は、排出権に算入される。排出権の相

互承認協定を締結した EU域外の諸国によって

与えられた排出権は、排出権に算入される。連

邦環境・自然保護・原子炉安全省は、上に述べ

たような排出権移転に関する事項の詳細を、連

邦経済・労働省の同意を得て、連邦参議院の同

意を要しない法規命令で定めることができる。

（第14条 排出権取引登録簿）

管轄官庁は、排出権取引登録簿を、電子的な

データバンクの形態で管理する。この登録簿は、

権利の口座を含み、処分できる排出量の限界を

証明する。この登録簿には、個々の事業毎の排

出量がリスト化して記される。登録簿の開設及

び管理に必要な個人関連データは、口座に排出

権が残っておらず、かつ、その口座の保有者が

消去を申請した場合には、当該割当期間終了後

に消去される。排出に責任を負うすべての者は、

申請に基づき、排出権の消費、保有、移転及び

返納を記した１つの口座を開設する。返納され

た排出権は、管轄官庁により消去される。口座

の保有者は、自らの口座を自由に使用すること

ができる。口座保有者は、自らの口座に蓄積さ

れた情報に自由にアクセスすることができる。

連邦環境・自然保護・原子炉安全省は、登録簿

の開設及び管理の詳細について、連邦参議院の

同意を要しない法規命令で定めることができ

る。

第４節 権利の取引き

（第15条 信用制度に関する規定の適用）

この法律の規定によって定められた権利は、

信用制度法（Kreditwesengesetz）の規定によっ

て定められた金融手段（Finanzinstrumente）と
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はみなさない。

（第16条 権利の移転）

権利の移転は、合意と取得人の口座への記入

によって行われる。記入は、譲渡人の指示によ

り、同人の口座から取得人の口座に移転するこ

とで行われる。

第５節 制裁

（第17条 報告義務の履行の徹底）

第５条の規定に基づく報告が、2006年以降の

毎年３月31日までに管轄官庁に対して行われて

いない場合、管轄官庁は、当該の者の口座を閉

鎖する。当該の者が管轄官庁に報告を行った場

合、閉鎖は遅滞なく解除されなければならない。

口座閉鎖に対する不服申立及び取消しの訴え

は、効力の発生に延期の効果を有するものでは

ない。

（第18条 返納義務の履行の徹底）

排出に責任を負う者が第6条の規定にした

がって定められた排出量の制限基準を完全には

遵守しない場合、管轄官庁は、当該の者が権利

を有さずに放出した二酸化炭素等
(注10)

価量１トンに

つき100ユーロの支払義務（最初の割当期間につ

いては40ユーロ）を課す。ただし、やむを得な

い事由により制限基準を遵守できなかった場合

には、支払義務を課さないことができる。排出

に責任を負う者が報告を適正に行わない場合に

は、管轄官庁は、当該の者の前年の排出量に基

づいて見積りを行い、支払義務を課すことがで

きる。当該の者は、見積りが行われた場合でも、

翌年の４月30日までに報告を行う義務を引き続

き負う。義務を履行しない者の名称は、連邦官

報で公表する。

（第19条 秩序違反）

故意又は過失により以下の行為をなした者に

は、秩序違反として、５万ユーロ以下の過料を

科すことができる。

・第４条の規定に反して、認可を得ることなく

排出を行った者

・第４条の規定に反して、認可申請を適切に行

わなかった者

・第４条の規定に反して、施設の改変等に関す

る届出を適切に行わなかった者

・第10条の規定に基づいて定められる法規命令

に違反した者で、当該法規命令がこの過料規

定を参照している場合

・第21条の規定に反して、情報開示を適切に行

わなかった者

第６節 共通規定

（第20条 権限）

この法律でいうところの管轄官庁は、第４条

（排出の認可）及び第５条（排出の調査と報告）

の規定の執行については州法に基づいて権限を

与えられた官庁を、それ以外については連邦環

境庁を指す。連邦環境・自然保護・原子炉安全

省は、連邦参議院の同意を要しない法規命令で、

この法律が定める連邦環境庁の任務の全部また

は一部を、その達成に必要な権限とともに、私

法上の法人に委任することができる。ただし、

第５節で定める制裁については委任の対象外と

する。

（第21条 監視）

管轄官庁は、この法律及びこの法律に基づく

法規命令の実施を監視しなければならない。排

出に責任を負う者は、管轄官庁の担当官及び受

託者に対し、施設の敷地内への立入りを認め、

排出に関する審査を行わせ、これらの者の任務

遂行に必要な情報を開示する義務を負う。

（第22条 この法律の規定に基づく職権行為の

費用）
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連邦環境庁は、この法律の規定に基づく職権

行為を賄うために、手数料の徴収を行う。手数

料徴収に伴なう費用は支払われなければならな

い。連邦環境・自然保護・原子炉安全省は、連

邦参議院の同意を要しない法規命令で、手数料

及び手数料徴収に伴う費用について定める。

（第23条 電子的な伝達）

管轄官庁は、一割当期間中に行われる伝達の

ために、電子的な形態の使用について定めると

ともに、特定の暗号を指定することができる。

管轄官庁は、そのための要件を、割当申請期間

の終了前の適切な時期に、当該官庁の公報及び

自らのインターネット・サイトで公表する。

（第24条 投資ファンド）

管轄官庁は、信託会社が指名されており、か

つ、欧州委員会がこれに異議を唱えない場合に

は、同一分野（EU指令の附則Ⅰで規定）で活動

を行っている者に対し、申請に基づき、投資ファ

ンド（Anlagefonds）の設立許可を与える。

投資ファンドは、最初の及び二期目の割当期間

に設立することができる。許可が与えられた場

合、第９条の規定にかかわらず、投資ファンド

に参加する者のすべての排出権が信託会社に移

転する。信託会社は、投資ファンドに算入され

る活動から前年において生じた総排出量に対応

した排出権を、管轄官庁に返納しなければなら

ない。投資ファンドに参加する者が第５条の規

定に基づく報告を怠った場合、信託会社による

第三者への排出権の譲渡は禁じられる。第18条

の規定に基づく制裁は信託会社に科される。

投資ファンドの設立申請は、各割当期間の開

始５か月前までに管轄官庁に行わなければなら

ない。

（第25条 単一の施設）

管轄官庁は、排出調査の正確性が保証されて

いる場合には、申請に基づき、同一の運営者に

よって、同一の場所で、技術的にひとつに結合

した状態で運営されている施設を、単一の施設

と認定する。

２ 全国的な割当計画

［計画の策定］

EU指令は、EU構成国に全国的な割当計画の

作成を求めている（EU指令第９条）。全国的な

割当計画（以下、「計画」という。）とは、2005

年からの３年間及び2008年以降の５年毎の各期

間について、EU構成国が自国内で割り当てる

排出権の総量及び割当ての方法を定めるもので

ある。

EU指令では、構成国は2004年３月31日まで

に計画を通知するものとされ、ドイツはこの期

限内に、2005年からの３年間を対象とする割当

計画「ドイツ連邦共和国国家交付計画

2005-
(注11)

2007」を策定し、欧州委員会及び EU構成

国に通知した。その後、この計画は７月14日に

欧州委員会によって承認されたため、ドイツに

おいては、予定どおり2005年の年初から温室効

果ガス排出権取引市場が誕生することが確実と
(注12)

なった。

［割当方法］

EU構成国は、2005年からの３年間について

は当該国が有する排出権の95％以上、2008年以

降の各期間については90％以上を、自国内の排

出権取引対象施設の運営者に無料で割り当てる

（EU指令第
(注13)

10条）。

国内での割当ては、2005年からの３年間につ

いては期間開始の３か月前までに行われる。し

たがって、2005年からの３年間についての割当

ては、2004年９月30日までに行われる。2008年

以降の各期間については、期間開始の12か月前

までに割り当てられる。

割当証書の少なくとも一部については、毎年
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２月28日までに管轄官庁によって発行される

（EU指令第11条）。

［計画の概要］

計画は、マクロ計画とミクロ計画より成って

いる。前者ではドイツ全体の排出権の総量と産

業部門別の割当量が、後者では個々の施設の運

営者への配分方法が定められている。

京都議定書では６種類のガス（二酸化炭素、

メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカー

ボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄）

が排出量削減の対象となる温室効果ガスに指定

されているが、EU域内での排出権取引制度の

枠組においては、2005年からの３年間は二酸化

炭素のみが対象となっている。

排出権取引に参加する施設の殆どはエネル

ギー部門や工業部門に属している。だが、京都

議定書に基づいて課されている排出量削減目標

はこれらの産業部門に限定されたものではな

い。そのため、計画は、他の産業部門や家庭か

らの排出量も視野に入れたものとなっている。

排出権の総量は、2000年からの３年間の排出

量に基づいて算出されており、2005年からの３

年間については二酸化炭素８億5900万トン/年、

2008年からの５年間については二酸化炭素８億

4600万トン/年となっている（表１）。

同様に、産業部門別の二酸化炭素排出量も

2000年からの３年間の排出量に基づいて割り当

てられており、2005年からの３年間については、

エネルギー部門と工業部門が合計で５億300万

トン/年、その他の部門が３億5600万トン/年、

2008年からの５年間については、エネルギー部

門と工業部門の合計が４億9500万トン/年、その

他の部門が
(注14)

３億4900万トン/年となっている（表

２）。ただし、エネルギー部門又は工業部門に属

さない若干の施設も排出権取引の参加対象と

なっているため、排出権取引参加施設への割当

排出量は、エネルギー部門と工業部門の合計よ

りも多くなる。

３ 割当法

［法案提出の背景］

既に述べたように、計画は、EU指令に基づい

て欧州委員会に通知することを義務付けられた

ものではあるが、それ自体としてはドイツ国内

で拘束力を有しているわけではない。そのため、

計画に強制力をもたせるためにはドイツの国内

法として改めて制定する必要がある。これが、

与党両党の議員団が割当法案を議会に提出した

理由である。

表１ 温室効果ガスの排出量（ドイツ全体）

二酸化炭素 その他の温室効果ガス 合計

2000年～2002年（平均値） 863 127 990

2005年～2007年（目標値） 859 123 982

2008年～2012年（目標値） 844 116 960

単位：100万トン

表２ 二酸化炭素の排出量（産業部門別割当）

エネルギー部門 工業部門 小計 その他の部門 合計

2000年～2002年（平均値） 368 137 505 358 863

2005年～2007年（目標値） － － 503 356 859

2008年～2012年（目標値） － － 495 349 844

単位：100万トン
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［法案の概要］

法案では、計画の内容、すなわち2005年から

2007年までの間にドイツが排出することができ

る二酸化炭素の総量のほか、各施設毎に排出権

を割り当てる際の規則が定められている。

割当規則の特徴としては、二酸化炭素の排出

量削減を促進するための優遇措置が盛り込まれ

ている点を挙げることができよう。例えば、施

設の建替えにより排出量の削減が実現された場

合であっても、当該施設の運営者に対しては、

一定の条件の下で、旧施設の排出量を基準とし

て割り当てられた排出権が与えられる。これは、

余剰排出権獲得という果実によって、排出量削

減につながる施設建替へのインセンティブを働

かせるための規定である。

また、熱電供給施設の運営者に対しては、排

出権の割当てに際し、優遇措置がとられること

になっている。

そのほか、排出量の削減を、原子力発電から

の撤退という国策と両立させるための措置も講

じられている。これは、原子力発電所の運営者

に対しては、原発を閉鎖した場合であっても、

一定の範囲内で、当該原発の排出量を基準とし

て割り当てられていた排出権が与えられるとい

うものである。

24か条と２つの附則からなっている法案の概

要は以下のとおりである。

第１節 総則

（第１条 法律の目的）

この法律は、2005年から2007年までの期間に

ついて、ドイツにおける二酸化炭素排出の国家

目標及び排出権割当規則を定めることを目的と

する。

（第２条 適用範囲）

この法律は、「温室効果ガス排出権取引に関す

る法律」の規定が適用される施設が行う温室効

果ガスの排出に対して適用される。適用期間は、

この法律のほかに特段の定めが無い限り、2005

年から2007年までとする。

（第３条 概念の定義）

特段の定めが無い限り、「温室効果ガス排出権

取引に関する法律」の概念規定が適用される。

第２節 排出量の計画

（第４条 排出量の国家目標）

2005年から2007年までの期間については、こ

の期間における二酸化炭素排出量の目標値（年

間８億5900万トン）のうち、５億300万トンはエ

ネルギー産業及び工業に、３億5600万トンはそ

の他の部門（商業、サービス業、交通等）に配

分する。2008年から2012年までの期間について

は、目標値（年間８億4400万トン）のうち、４

億9500万トンはエネルギー産業及び工業に、３

億4900万トンはその他の部門（商業、サービス

業、交通等）に配分する。2008年から2012年ま

での期間における目標値については、当該期間

に適用される割当計画の決定に際して改めて審

査する。

（第５条 達成係数）

2005年から2007年の間における達成係数は

0.9709とする。

（第６条 予備）

900万トン分の排出権は割り当てず、予備とし

て取りおかれる。

追加的な新施設への割当て（第11条）のため

に必要な限りにおいて、連邦環境・自然保護・

原子炉安全省は、連邦財務省の同意を得て、自

らの勘定で排出権を購入し、それを交付のため

に管轄官庁に無償で使用させることを他の機関

に委任する。委任を受けた機関は、調整のため、

2008年から2012年までの期間においては、2005
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年から2007年までの期間に当該機関が買い足し

た量に応じた量の排出権を予備の中から割り当

てられる。

第３節 割当規則

第１款 割当ての原則

（第７条 過去の排出量に基づく既存の施設へ

の割当て）

2002年12月31日までに継続的な稼動が始めら

れた施設に対しては、基準となる期間における

二酸化炭素排出量に基づいた排出権が割り当て

られる。基準となる期間は以下のとおりである。

・1999年末までに稼動を始めた施設については

2000年１月１日から2002年12月31日まで

・2000年１月１日から2000年12月31日までの間

に稼動を始めた施設については2001年１月１

日から2003年12月31日まで

・2001年１月１日から2001年12月31日までの間

に稼動を始めた施設については2001年１月１

日から2003年12月31日まで（2001年分の排出

量については通年稼動した場合の排出量予測

に基づいて試算する）

・2002年１月１日から2002年12月31日までの間

に稼動を始めた施設については2002年１月１

日から2003年12月31日まで（2002年分の排出

量については通年稼動した場合の排出量予測

に基づいて試算する）

2000年１月１日から2002年12月31日までの間

に施設の能力に変更があった場合には、能力変

更後の期間を基準とする。排出権の算出は、附

則Ⅰで定める計算式に基づいて行う。

過去の排出量に基づいて割当てを行うと、特

段の事情により、2005年から2007年までの期間

に予想される排出量よりも割当量が25％以上少

なくなり、それによって当該企業に過度な経済

的リスクが生じる場合には、管轄官庁は、施設

運営者の申請に基づき、第8条の規定を適用して

割当てを行う。

（第８条 申告された排出量に基づく既存の施

設への割当て）

2003年１月１日から2004年12月31日までの間

に稼動を始めた施設については、申告された排

出量から算出した排出権を割り当てる。第５条

に掲げる達成係数は、稼動開始後12年間は適用

しない。申告される排出量は、施設の能力から

予測される数値とする。施設の運用者は、当該

割当期間内においては、毎年１月31日までに、

管轄官庁に対し、前年において実際になされた

排出量を申告する義務を負う。

（第９条 施設の稼動中止）

施設が稼動中止となった場合には、管轄官庁

は割当てを撤回する。施設の運営者は、稼動中

止の事実を遅滞なく管轄官庁に届け出なければ

ならない。

稼動中止となった施設の生産が、同一運営者

の他の既存の施設に引き継がれた場合には、割

当ての撤回は行わない。

（第10条 代替施設としての新施設への割当て）

施設運営者が、施設の稼動中止後３か月以内

に同種の施設の稼動を新たに始めた場合には、

新施設に対する排出権割当は、その後4年間、旧

施設に対して割り当てられていた量とする。さ

らに、その後の14年間については、達成係数を

適用しない。

（第11条 追加的な新施設への割当て）

（既存の施設に代わるものではなく）追加的

に設置された新施設については、当該施設の能力

から予測される排出量に基づいて排出権を割り

当てる。達成係数は適用しない。この規定が適用

されるのは、施設の稼動開始から14年間とする。
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第２款 特別な割当規則

（第12条 先行する排出削減）

施設の運営者が、1994年１月１日以降に実施

した施設改善措置によって排出量を削減させた

場合には、達成係数を1とする。この規定に基づ

く措置がとられる期間は、施設改善措置の実施

から12年間とする。1994年１月１日から2002年

12月31日までの間に稼動を始めた施設について

は、排出量の削減が証明されていなくとも、稼

動後12年間は達成係数を１とする。

（第13条 プロセスに条件付けられた排出）

生産プロセスの過程で不可避的に温室効果ガ

スが排出される施設については、当該施設の排

出量の10％以上がプロセスに条件付けられた排

出である場合には、達成係数を１とする。

（第14条 熱電供給施設のための特別割当）

管轄官庁は、熱電供給施設の運営者に対し、

熱電供給施設で発電される電力１ギガワット時

につき二酸化炭素27トン分の排出権を加算して

割り当てる。

（第15条 原子力発電所の稼動中止に際しての

特別割当）

2003年から2007年までの間に原子力発電所の

稼動が停止された場合には、当該施設に割り当

てられていた排出権は、当該施設の運営者が指

名した施設運営者に割り当てられる。この規定

に基づく割当ては、二酸化炭素で年間150万トン

分までとし、管轄官庁はその範囲内で、当該原子

力発電所の能力に見合った量の排出権を割り当

てる。

第3款 一般的な割当規則

（第16条 割当量の算出に関する詳細な規定）

連邦政府は、法規命令により、排出権割当に

関する規定を設けることができる。

（第17条 申告の審査）

管轄官庁は、この法律に基づいて施設運営者

が行う申告の審査を行う。

（第18条 割当ての費用）

管轄官庁によって割り当てられる排出権は無

料である。ただし、この法律の第23条及び「温

室効果ガス排出権取引に関する法律」の第22条

の規定に基づく手数料並びに費用の徴収を妨げ

ない。

第４章 権利の配給と繰越し

（第19条 配給）

割り当てられた排出権は、当該割当期間中の

各年毎に均等に配給される。配給は、毎年２月

28日までに行われる。代替施設としての新施設

及び追加的な新施設の稼動初年に対する配給

は、割当実施後に遅滞なく行うが、２月28日よ

り前には行わない。

（第20条 排出権繰越の排除）

2005年から2007年までの期間の排出権は、

2008年以降の期間には繰り越さない。2005年か

ら2007年までの間の排出権は、2008年４月30日

に消滅する。

第５節 共通規定

（第21条 秩序違反）

故意または過失により以下の行為をなした者

には、秩序違反として５万ユーロ以下の過料を

科すことができる。

・第８条の規定に反して、完全な証明書を適時

に提出しなかった者

・第９条の規定に反して、適切な届出を適時に

行わなかった者

・第９条の規定に反して、届出を行わなかった

者
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（第22条 管轄官庁）

この法律でいうところの管轄官庁は、温室効

果ガス排出権取引法第20条に定められた官庁

（州法に基づいて権限を与えられる官庁または

連邦環境庁）である。

（第23条 この法律の規定に基づく職務行為の

費用）

この法律の規定に基づく職権行為を賄うため

に手数料の徴収を行う。連邦環境・自然保護・

原子炉安全省は、法規命令により、手数料の額

を定める。

（第24条 施行）

この法律は、公布の翌日から施行される。

注

⑴ BT Drucksache15/2540

Entwurf eines Gesetzes uber den Handel mit
 

Berechtigungen zur Emission von Treibhausgasen

（Treibhausgas-Emissionshandelsgesetz-TEHG）

なお、この法案の提出に先立ち、既に、連立与党、す

なわち社会民主党（SPD）と90年連合/緑の党（緑の

党）によって、2004年１月13日に同内容の法案（BT
 

Drucksache15/2328）が提出されている。

⑵ BGBl.Ⅰ 2004S.1578.

⑶ BT Drucksache15/2966

Entwurf eines Gesetzes uber den Nationalen
 

Z u t e i l u n g s p l a n  f ur  T r e i b h a u s g a s-

Emissionsberechtigungen in der Zuteilungsperiode

2005bis2007（Zuteilungsgesetz-NAPG）

なお、法案の略称は、連邦議会における審議の過程で

「割当法2007」（Zuteilungsgesetz2007-ZuG2007）に

修正されている（BT Drucksache15/3224）。

⑷ ABl. L 275 vom 13. Oktober 2003. S.32.

Richtlinie 2003/87/EG des Europaischen Parla-

ments und des Rates vom 13.Oktober 2003uber
 

ein System fur den Handel mit Treibhausgas-

emissionszertifikaten in der Gemeinschaft und zur
 

Änderung der Richtlinie96/61/EG des Rates
 

EU指令を紹介した邦語文献としては下記を参照。

藤井朋広「「京都メカニズム」と EU域内の排出権取

引制度」『海外電力』44巻３号2003,pp.31-38．

⑸ BT Drucksache15/2681

⑹ Entwurf eines Gesetzes zur Umsetzung der
 

Richtlinie 2003/87/EG uber ein System fur den
 

Handel mit Treibhausgasemissionszertifikaten in
 

der Gemeinschaft

⑺ ドイツ法における「イミシオン（Immission）」と

いう語の意味については、「英米法の［public］nui-

sanceおよび pollution、我が国の「公害」などの概念

にほぼ対応するが、一致しないところもある」との説

明がなされている（田沢五郎『独日英ビジネス経済法

制辞典』郁文堂 1999）。

⑻ この法律は、すべての施設の運営者に適用される

わけではない。適用対象となるのは、温室効果ガスの

排出量が多い企業を中心とした約1800社の約2400施

設である。

⑼ クリーン開発メカニズム（Clean Development
 

Mechanism）とは、主に先進国が、開発途上国のよ

うに温室効果ガスの排出量削減に要する費用が低い

国で削減事業を実施した場合、それによって得られ

た削減量の全部または一部を、開発を実施した先進

国に移転する制度を言う。

⑽ EU指令第24条は、構成国は、2007年までは二酸化

炭素のみを、2008年からは二酸化炭素にとどまらず

同指令附則Ⅱによって定めた物質すべてを規制の対

象とすることができると定めている。

Nationaler Allokationsplan fur die Bundes-

republik Deutschland 2005-2007

テキストは連邦環境・自然保護・原子炉安全省ホーム

ページで入手。

＜http://www.bmu.de/files/nap kabinettsbesch
 

luss.pdf＞（last access2004.6.25）

ドイツの割当計画を紹介した邦語文献としては下記

を参照。
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「ドイツ政府は CO排出権の国家割当計画を決定」

『海外電力』46巻６号2004.6,pp.110-113．

ただし、欧州委員会は、ドイツの計画を承認するに

当たり、計画を一部手直しするよう求めている。した

がって、本稿第３節で紹介する割当法が、今後、改正

される可能性もある。しかし、この要求はあくまでも

技術的な修正を求めているに過ぎないと報じられて

おり（Frankfurter Allgemeine,2004.7.8）、仮に法改

正が行われたとしても、割当法の趣旨が大幅に変更

されることはないと思われる。

ドイツは、その計画で、排出権の100％を割り当て

るとしている。

当初の計画では３億5100万トン/年とされていた

が、その後修正され、３億4900万トン/となった。こ

れについては（注12）を参照。

2008年から2012年までの間の排出量の目標値は、

連邦政府が欧州委員会に通知した時点の割当計画で

は８億4600万トン（エネルギー部門及び工業部門が

４億9500万トン、その他の部門が３億5100万トン）と

されていた。しかし、その後の与野党間での協議の結

果、上掲表の数値となった（Frankfurter All-

gemeine,2004.5.26）。

（わたなべ ただし・海外立法情報課）

【短信：ロシア】

京都議定書批准をめぐる最近の議論
溝口 修平

1997年に採択された「気候変動に関する国際

連合枠組条約京都議定書」（以下「京都議定書」

とする。）の発効要件は、
(注１)

先進国の1990年におけ

る二酸化炭素総排出量の、少なくとも55％を占

める先進国がこれを批准し、かつ批准国が55か

国以上であることとされている（第25条）。現在

までに100か国以上がこれを批准しているが、最

大の温室効果ガス排出国である米国が離脱を表

明しているために、京都議定書の発効は、ロシ

アの批准にかかっている状況に
(注２)

ある。

本稿では、まず京都議定書の内容を「京都メ

カニズム」を中心に整理し、そこでロシアがど

のような立場にあるのかを概観する。その後に、

この問題に関する最近のロシア国内の議論を紹

介する。

１ 京都議定書の概要

大気中の温室効果ガス濃度の安定化を目的と

した「気候変動に関する国際連合枠組条約」（以

下「気候変動枠組条約」とする。）は、1992年６

月にブラジルのリオデジャネイロで開催された

国連環境開発会議（地球サミット）において締

結され、1994年３月に発効した。この条約の内

容を具体化し、その進展を促すために、1995年

からほぼ年1回のペースで開催されているのが、

「気候変動枠組条約」締約国会議（以下「COP」

とする。）であり、その第３回京都会議（COP3）

で採択されたのが、京都議定書である。

京都議定書の最大の特徴は、先進国の温室効

果ガス排出量に制限を課している点で
(注３)

ある。先

進国は、2008年から2012年までの５年間（第１

約束期間）において、先進国全体の排出量を1990

年の水準から少なくとも５％削減することを念

頭に置き、そのために、各国は定められた割
(注４)

当量

を超過しないことを確保しなければならない

（第３条第１項）。また、各国は2005年までに、

ロシア
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